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はじめに 

平成１５年７月に制定された次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」とい

う。）では、次代の社会を担う子どもたちを育成する家庭に対する支援と、子どもたち

が健やかに生まれ育つ環境の形成に社会全体で取り組んでいくことを目的とし、国及び

地方公共団体に特定事業主として、「職員の子育て支援に関する行動計画」を策定する

よう義務付けられました。 

  これにより本組合では、平成１９年１１月に「組合特定事業主行動計画」、平成２２年

３月に「組合特定事業主行動計画（後期）」、平成２７年３月には「組合特定事業主行動

計画（第二次前期計画）」を策定し、職員が子育てを含む家庭生活と仕事を両立できる環

境を作るための取り組みを推進しているところです。 

 

さらに、平成２７年８月に女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女

性活躍推進法」という。）が制定され、女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活

力ある社会の実現を図ることを目的として、国及び地方公共団体に「特定事業主行動計画」

を定めるよう義務付けられました。 

  女性活躍推進法は、「女性に対する採用、昇進等の機会の積極的な提供及びその活用と、

性別による固定的役割分担等を反映した職場慣行が及ぼす影響への配慮が行われるこ

と」、「職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備により、職業生活と家

庭生活との円滑かつ継続的な両立を可能にすること」、「女性の職業生活と家庭生活との

両立に関し、本人の意思が尊重されるべきこと」を基本原則としています。 

 

二つの法律には、それぞれの目的がありますが、これまでの働き方を見直して、仕事と  

家庭生活の両立を目指すことは共通するものであることから、一体的な計画として効果

的に推進していくため、二つの計画を編成し、特定事業主行動計画（第二次後期計画）と

して新たな計画を策定しました。 

 

 令和３年３月 

 

  気仙沼・本吉地域広域行政事務組合管理者 

  気仙沼・本吉地域広域行政事務組合消防本部消防長 

  気仙沼・本吉地域広域行政事務組合教育委員会 
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Ⅰ. 総論 

 

１ 目的 

この行動計画は次世代法及び女性活躍推進法に基づく当組合の特定事業主行動計画 

として、職員が仕事と子育ての両立や女性の活躍推進を図ることができるよう、次世

代育成支援対策及び女性の活躍推進対策を計画的かつ着実に推進することを目的とし

策定するものです。 

 

２ 策定方法 

本計画は、管理者、消防長、教育委員会の各任命権者が、それぞれに任命した職員

を対象として連名で策定する必要があることから、各勤務様態や労働条件に応じた任

命権者単位の計画を基本とし、それらの総括を行動計画としています。 

 

３ 計画の期間 

次世代法は令和６年度、女性活躍推進法は令和７年度までの法律となっています

が、本計画は、令和３年４月から令和８年３月までの５年間を計画期間とする第二次

後期計画です。 

 

４ 計画の実施にあたって 

① 次世代法に関する情報の提供等を随時行います。 

② 仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供等を適切に実施します。 

③ 計画を効果的に推進するため、実施状況を把握しその後の対策の実施や計画の

見直しについて、関係部署と連絡調整を図りながら行います。 

④ 各所属長はこの計画の趣旨及び内容を十分認識し、所属職員に対して計画に掲

げる各行動を周知するとともに、職員が仕事と子育ての両立や女性の活躍推進

を図ることができる職場の環境の醸成に努めます。 
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Ⅱ．次世代育成支援対策に係る具体的な取り組み 

 

１ 具体的な内容 

職員の勤務環境に関するもの 

（１）妊娠中及び子育て中の職員に対する配慮 

【子育てに関する各種制度の周知】 

職員の母性保護、母性健康管理及び仕事と子育ての両立支援の観点から設けら 

れている業務軽減等の措置、特別休暇、育児休業などの各種制度や出産費用の給 

付等の経済的支援措置の周知徹底を図ります。 

 

【妊娠中・出産後における配慮】 

妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、また子育て中の職員が仕事と育児の両立 

を図ることができるよう、必要に応じて業務分担の見直しを行うものとします。 

また、妊娠中または出産後１年以内の職員から請求があった場合には、業務軽 

減等の措置を図るものとします。 

 

（２）男性職員の育児参加のための休暇等の取得促進 

配偶者の出産時の特別休暇の取得促進を図るとともに、父親となる職員が積極 

的に育児に参加できるよう、休暇を取得しやすい職場環境の構築に努めます。 

父親となる職員が取得できる、配偶者出産時休暇、育児参加休暇及び育児休業 

等について周知を図り、これらの休暇等の取得を促進します。 

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備 

【育児休業等の制度の周知】 

育児休業等に関する資料等を各部署に配付し、制度の周知を図るとともに、特 

に男性職員の育児休業等の取得促進について周知徹底を図っていきます。 

育児休業取得対象となる職員に対し、個別に育児休業等の制度及び手続につい

て説明を行います。 

 

【育児休業等を取得しやすい職場の雰囲気の醸成】 

育児休業等に対する職場の意識改革を推進し、育児休業及び部分休業を取得し 

やすい雰囲気を醸成します。 

また、取得の申し出があった際には、業務分担を見直すなどして職員が安心し 

て取得できる環境づくりに努めます。 
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【育児休業からの円滑な職場復帰の支援】 

育児休業中の希望職員に対して、復帰後の業務の情報提供や復帰後に利用でき 

る育児支援制度等について、相互に連絡を取り合うよう努めます。 

育児休業から復帰する職員には、所属長と面談を実施したうえで業務内容を決

定するなど、適切な人員配置に努めます。 

 

（４）時間外勤務の縮減 

【一斉定時退庁日の設定】 

所属毎に定時退庁日を設定し、定時退庁を促進します。 

 

【業務の効率化の推進】 

職員が充実した家庭生活を過ごせるよう、各所属において、これまで以上の業

務の効率化を図ります。 

また、特定の職員に業務が集中することのないよう適切な業務配分を行うとと

もに、時間外勤務の多い部署等の所属長からヒアリングを行うなどし、時間外勤

務の縮減と職員の健康管理に努めます。 

 

（５）休暇取得の促進 

【年次有給休暇の取得促進】 

職員の健康維持や家庭生活の充実と仕事の両立のため、所属長は職員の計画的 

な年次有給休暇の取得推進を図ることとします。 

職員ごとに休暇計画表を作成するなどし、意識的に休暇を取得できる環境を整 

備します。また、職員が休暇を取得しても他の職員が代行して業務処理できるよ

う、職員相互のサポート体制の充実を図ります。 

 

【子どもの看護のための特別休暇等の取得促進】 

小学校就学前の子どもの看護のための特別休暇（年５日間）について周知する 

とともに、この特別休暇や年次有給休暇を活用して、子どもが病気等の際には必

ず休暇を取得できるよう、職場全体で支援していきます。 

また、子育て中の職員が、子どもの保育所や学校行事の際に周囲に抵抗なく年 

次有給休暇を取得できる環境整備を行います。 

 

【連続休暇の取得促進】 

夏季特別休暇やゴールデンウィーク等と連続する年次有給休暇の取得を促進し 

ます。 
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２ 目標値の設定 

以上の取り組みを通じて、令和７年度までの達成目標を次のとおり設定します。 

① 育児休業の取得を希望する職員の取得率を１００％とする。 

② 配偶者出産時休暇の取得率（２日以上）を７０％とする。 

③ 男性職員の育児休業の取得率を２０％以上とする。 

④ 職員１人当たりの年次有給休暇取得日数を年間１２日以上とする。 
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Ⅲ．女性職員の活躍の推進に係る具体的な取り組み 

 

１ 女性職員の活躍に関する状況把握、課題分析 

計画の策定にあたり、女性活躍に関する状況の把握と課題を分析するため、対象とな 

る期間を平成３１年４月１日から令和２年３月３１日（特別休暇の対象期間は平成３１ 

年１月１日から令和元年１２月３１日）までとして、国が定めた以下の項目を参考に現 

状の把握を行い、計画として取り組む項目について課題及び取組内容を検討しました。 

 

① 女性職員の採用割合 

② 職員の平均継続勤務年数の男女差 

③ 超過勤務の状況 

④ 管理職の女性割合 

⑤ 各役職段階の職員の女性割合  

⑥ 男女別の育休取得率・平均取得期間 

⑦ 男女の配偶者出産休暇等の取得率・平均取得日数 

  

２ 計画内容 

（１）採用試験受験者の女性割合の増加 

【現状】 

採用試験受験者のうち女性の受験者割合は、行政職（平成２５年度）は８０％だ 

ったのに対して、消防職は過去３箇年（平成２９年度から令和元年度）の平均で 

１.７％となっている。 

 

【課題】 

女性職員の採用者数の増加に繋がる受験者の女性割合を増やす必要がある。 

 

【目標数値】 

消防職の受験者の女性割合を計画期間中１０％以上とする。 

（行政職の採用試験の実施については現段階では未定） 

 

【取組内容】 

高等学校及び専門学校等への受験案内の周知方法を拡充する。 

 

（２）管理職及び各役職段階における女性割合の増加 

【現状】 

全職員数のうち、女性職員の割合は３％となっている。管理職員は令和２年４月  
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１日現在、不在となっている。 

 

〈R2.4.1現在職員数〉 

・事務局     ６人（うち女性１人） 

   ・消防本部  １８６人（うち女性３人） 

   ・教育委員会   ５人（うち女性２人） 

    計     １９７人（うち女性６人） 

 

【課題】 

係長相当職以上で、管理職を担える女性職員のキャリア形成及び人材育成が必 

要。ただし、継続勤務年数の比較的少ない女性職員の割合が多いことから、長期 

的に推進していくことが必要となる。 

 

【目標数値】 

令和７年度までに、行政職における係長級相当職以上の女性職員の割合を、令和 

２年度の実績（２５％）より５ポイント程度引き上げ、３０％以上にする。 

 

【取組内容】 

・女性職員を対象とする研修受講を積極的に行う 

・人事配置において、これまで女性職員の配置が少なかったポストにも積極的に配 

置換えを行い、女性職員の更なる能力開発に努める。 

 

（３）時間外勤務の縮減 

【現状】 

令和元年度の職員一人当たりの時間外勤務時間数は、平均７．５時間であった。 

（平成２９年度以降、３箇年の職員一人当たりの時間外勤務時間数は平均７．３ 

時間となっている。） 

 

〈時間外勤務の実績〉 

年度 R1 H30 H29 

1人１月当たり（時間） ７．５ ７．０ ７．３ 

 

【課題】 

東日本大震災以降、業務量の増加に伴い時間外勤務も増加しており、時間外勤務 

の縮減に努める必要がある。 
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【目標数値】 

東日本大震災以降（平成２９年度～令和元年度の３箇年）の職員一人当たりの平 

均時間外勤務時間数７．３時間の１０％減を目標とし、令和７年度までに、職員一 

人当たりの時間外勤務時間数の平均を６.５時間以下にする。 

 

【取組内容】 

・引き続き業務の簡素化、合理化に努めるとともに、定時退庁に努める。 

・事前命令、事後確認時における勤務実績の内容、成果の報告及び確認を徹底する。 

 

（４）男性職員の育児参加促進 

【現状】 

男性職員の令和元年度の育児休業取得率は０％であった。また、男性職員が取得 

できる特別休暇のうち配偶者出産補助休暇の取得率は６０％、育児参加休暇の取 

得率は３０％であり、２つの休暇を合わせた平均取得日数は２．３日間であった。 

 

【課題】 

職員が計画的に休暇等を取得できるための職場環境整備が必要である。 

 

【目標数値】 

・配偶者出産補助休暇の取得率を令和７年度までに７０％以上とする。 

・男性の育児参加休暇の取得率を令和７年度までに２０％以上とする。 

 

【取組内容】 

・管理監督者向けに、ワーク・ライフ・バランスについて周知を行う。 

・各種休暇制度等について、周知を行っていく。 

・職員の休暇取得について職場環境の整備等配慮する。 

 

（５）休暇の取得促進 

【現状】 

令和元年（１月１日～１２月３１日）の職員一人当たりの年次有給休暇の取得日 

数は、平均１０．７日であった。 

（平成２９年以降の３箇年の職員一人当たりの年次有給休暇の取得日数は、平

均９．７日となっている。） 
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〈年次有給休暇取得の実績〉 

年 R1 H30 H29 

1人１年当たり（日） １０．７ ９．４ ９．１ 

 

【課題】 

東日本大震災以降、業務量が増加したことに伴う多忙さから、年次有給休暇が取 

得しにくい職場環境にある。 

 

【目標数値】 

職員１人当たりの年次有給休暇取得日数を年間１２日以上とする。 

 

【取組内容】 

管理監督者は、職員が安心して休暇を取得できるよう、休暇を取得した際の相互 

応援体制の整備を積極的に進めるなど、職場全体で休暇を取得しやすい雰囲気づ 

くりに努める。 

 


